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トップマネジメントの強化
　行政を効果的、効率的に運営するため、引き続き四役、管理職員の研修を実施す
る。

結果

４月 ５月

当初計画の内容

① 当町行政改革推進委員会の中山委員長を招き、庁内研修(トップマネジメント研修)
を行う。
② 駿東３市３町合同主催による幹部職員研修会に、管理職員を出席させ、職員の意識
改革を図る。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ３月12月 １月 ２月

取組計画
研修会の開催 実施・継続 実施・継続

目標数値等
年１回 年１回以上 年１回以上

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度 19年度

1-1-01-① 職員の行政改革への意識の高揚

整理番号

20年度

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

10月 11月

取　組　事　項

21年度

実施・継続

年１回以上

当初計画

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

年間の実施ス
ケジュール

実績値及び積
算根拠

研修会２回

２月 ３月

結果の内容

① 当町行政改革推進委員会の中山委員長を招き、平成18年8月8日に庁内研修(トップ
マネジメント研修)を行った。
② 平成18年11月2日開催の駿東３市３町合同主催による幹部職員研修会に、管理職員
を出席させ、職員の意識改革を図った。

①
②

①
②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-01-① 職員の行政改革への意識の高揚 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　計画どおりに研修会を開催又は研修会に参加することができた。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　目標数値以上に研修会を開催又は研修会に参加することができ、管理職員の意識
改革(民間経営感覚)を図ることができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　当町の行政改革推進委員会委員長を講師として招くとともに、駿東３市３町の合
同主催による研修に参加することにより、経費の削減に努めた。

今後の課題等

　職員の意識の高揚を図り、研修をより充実させるため、研修のあり方（シリーズor
ステップアップ）を検討する。
　また、個々のスキルアップにどう反映できたか、検証する必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・行政改革＝トップマネージメントではなく、幅広い知識・技能を養う研修が必
要。型にはまらない時代の先端で活躍する講師（たとえばＮＨＫの「プロフェッ
ショナル」の講師）のお話はとても刺激的で仕事のヒントとなる。
・幹部職員の行政改革への意識の高揚については、目に見える形で現れていないの
で、評価しずらい。また、研修の方法は、講義型だけではなく、実践型も取り入
れ、より効果が期待できる方法を試すべきである。研修内容も、経済性を重視しす
ぎると、マンネリ化になる危険性がある。
・「今後の課題」の指摘のとおり以後の検証等が重要だと思われる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

10月 11月 ３月

年間の実施ス
ケジュール

７月

４月 ５月 ６月

・事務決裁規程に基
づき組織内分権を推
進する。
・事務決裁規程の見
直しを行う。

12月 １月 ２月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

組織内分権の推進
　事務決裁規程の見直し等により、所属長の職務権限の委譲と実行責任の明確化を図
る。

1-1-01-② 職員の行政改革への意識の高揚

20年度

８月 ９月

取組計画

10月を目標として事
務決裁規程の見直し
を行う（新たに係長
決裁を設ける）。

事務決裁規程に基づ
き組織内分権を推進
する。

事務決裁規程に基づ
き組織内分権を推進
する。

目標数値等

① 事務決裁案作成事務
② 新事務決裁規程の施行

結果

当初計画の内容

① 事務決裁案作成事務
② 新事務決裁規程の施行

９月 10月 ３月

４月 ５月 ６月

11月 12月 １月 ２月７月 ８月

結果の内容

①

②

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-01-② 職員の行政改革への意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

策定に時間がかかってしまったが、策定までは進捗した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

策定に時間がかかってしまったが、策定までは進捗した。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

基準を今までより明確にすることができたとともに決済の迅速化が図られた。

今後の課題等

施工した基準に問題がないかを運営しながら確認する必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・決裁だけでなく、風通しのよい組織づくりのための責任のあり方にもっと意を注
ぐべき。つまり職制など人事と一体となった組織内部の機構の問題をどうするのか
踏み込んでいない。
・職務権限を明確にすることで、逆に、権限の範囲を超えた行動に消極的になり、
保守的な職場になる恐れはないか危惧される。
・平成18年度中に策定され、平成19年4月1日から施行されているため、進捗状況評
価は当初計画より遅れた分はある。今後は、当該基準を見直ししつつ事業継続して
いくことが望まれる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

研修会1回開催（参加人数92人）

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月

20年度 21年度

目標数値等
①年１回 ①年１回以上 ①年１回以上

取組計画

①研修会の開催
②オフサイトミー
ティング等の導入に
ついて調査・研究

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度

①実施・継続（研修
会の開催）
②オフサイトミー
ティング等の導入、
実施

①年１回以上

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

意欲ある職員の育成

　職員の自己啓発を促し、意識改革や資質向上を図るため、職員研修の充実や人事評
価制度を適正に運用するとともに、各種検討会においてオフサイトミーティング等を
導入し、意欲ある職員を育成する。

1-1-01-③ 職員の行政改革への意識の高揚

３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 職員の意識改革や資質向上を図るため、研修会を開催する。
② オフサイトミーティング等の導入について、調査・研究する。

３月

結果の内容

① 職員の意識改革や資質向上を図るため、平成18年8月22日に県の下山行政改革推進
室長を招き、研修会を開催した。　（参加人数92人）
② オフサイトミーティング等の導入について、調査・研究を行った。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

①

②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-01-③ 職員の行政改革への意識の高揚 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　計画どおりに研修会を開催することができた。
　また、オフサイトミーティングを導入している自治体の状況等について、調査し
た。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □ 小又はなし

理
由

　オフサイトミーティングの導入について、まだ、明確なビジョンと職場の環境づ
くりができていない。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　職員研修にあっては、県の下山行政改革推進室長を講師に招き、経費の削減に努
めた。

今後の課題等

　オフサイトミーティングの導入に当たっては、明確なビジョンを立て、当町に見
合った実施方法（あり方）を策定し、その環境づくりを行う必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・オフサイトミーティング等で意欲ある職員がどのように育成されるのか、その流
れが明らかでない。目標をもっと職員に広めるべき。
・職員による自主研究活動奨励制度の活用がないことからも明らかなように、研修
の成果は、具体的なものがない。研修したときは、意識の高揚が一時的に図れる
が、後に繋がらない。研修内容も、経済性を重視しすぎると、限られたものになっ
てしまう危険性がある。
・取組計画から見込んだ実績を勘案するとほぼ計画どおりであり、かつ、取組事項
でもある行政改革への意識の高揚についても行政改革推進本部をはじめとして、全
庁的に取り組んでいる姿勢が伺える。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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10月 11月 ３月

実施・継続

12月 １月 ２月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

「人材育成基本方針」の策定

　現状の取組を総点検し、近隣の市町の事例を参考にするなど、地域の実情に即した
具体的な基本方針を策定する。

1-1-02-① 職員の能力開発

20年度

８月 ９月

取組計画
方針の研究・策定 実施・継続 実施・継続

目標数値等

結果の内容

① 「人材育成基本方針」の策定に向け、調査・研究を行った。既存の作成済み団体に
おいて、策定後において成果を上げている団体は少なく、計画倒れとなっていること
が多いことに鑑み、実効性のある計画とするため、更に有効な計画を策定、運用して
いる先進団体を研究する必要がある。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

① 「人材育成基本方針」の策定に向け、調査・研究を行う。
②　素案を作成し、必要に応じて修正を行う。
③ 「人材育成基本方針」を策定する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

①

②
③

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-① 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

　公務員制度改革に関する諸事項が具現化されていないため、先を見据えた効果
的、能率的な人材育成施策についての各種資料の収集ができず、「人材育成基本方
針」の策定ができなかった。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

 「人材育成基本方針」を策定していない。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

調査・研究に関して経費は発生していない。

今後の課題等

　公務員制度改革に関する諸事項が具現化されていない現状において、策定時が古い
ものも含めた県内市町の策定率は46.3％であるが、引き続き人材育成施策についての
各種資料を収集し、近隣市町の状況を参考にしながら、早期に策定する。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・公務員制度の枠も大切だが、民間先進事例も取り入れて「職員＝財産」のコンセ
プトを導入してほしい。
・人材育成基本方針の策定については、取り組み事項として適当か精査する必要が
ある。
・当該基本方針については、その必要性を再考し、その必要性に応じた策定計画の
立案が望まれる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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１月

当初計画の内容

① 外部研修へ積極的に参加する。（全職員において３年に１回は主たる研修に参加す
るものとする。）
②　担当職員等が講師役となる庁内研修を開催する。

２月 ３月

６月 ７月

７月 ８月

延べ１００人 延べ１００人

結果

結果の内容

10月 11月 ３月

４月 ５月 ６月

1-1-02-② 職員の能力開発

20年度

８月 ９月

取組計画
研修会への参加庁内
研修の開催

実施・継続 実施・継続

目標数値等

21年度18年度 19年度

職員研修の充実
　自治研修所や町村会、東部広域都市づくり研究会等の階層別や専門研修、民間の開
催する研修等に積極的に参加させるとともに、その成果を自らが講師となり内部研修
を行う。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

実施・継続

延べ１００人

12月 １月

延べ１００人

２月

実績値及び積
算根拠

研修参加者　延べ202人

９月 10月 11月 12月

① 全職員において３年に１回は主たる研修に参加するものとし、外部研修へ積極的に
参加した。

年間の実施ス
ケジュール

４月 ５月

①

②

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-② 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　外部研修へは積極的に参加したが、担当職員等が講師役となる庁内研修について
は開催できなかった。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　研修希望者の参加を優先するなど、外部研修へは積極的に参加し、職員の能力開
発に努めたが、担当職員等が講師役となる庁内研修については開催できなかった。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　研修計画に基づき、出来る限り多くの職員が効率的に研修を受講できるよう努め
た。

今後の課題等

　担当職員等が講師役となる庁内研修を開催するとともに、講師役職員の育成を図
る。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・外部研修の派遣がどのような成果をあげるか検証がされていない。次に何の研修
が必要か全ての職員に意識づけなければならない。
・研修は、職員の能力開発に不可欠である。全職員が３年に１回は主たる研修に参
加する計画であるが、能力の劣る職員の研修を強化し、職員の質の底上げをすべき
である。
・研修に積極的に参加することが職員の資質の向上につながることは、容易に想像
つくが、各種研修の内容についても優先順位等を設定し、必要なものとそうでない
ものの取捨選択は、図るべきであると思う。担当職員の講師については、現状の職
務の中では困難な場合（部署）もあろうかと思われるため、必要性に応じて開催す
るほうが良いと思われる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

県１人、沼津市２人、三島市１人

結果

結果の内容

① 県及び沼津市、三島市と人事交流を図った。
② 次年度の人事交流について、調整を図った。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

① 県及び沼津市、三島市と人事交流を図る。
② 次年度の人事交流について、調整を図る。

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
県１人、沼津市２
人、三島市１人

３人以上 ３人以上

取組計画
人事交流 実施、継続 実施、継続

1-1-02-③ 職員の能力開発

20年度 21年度18年度 19年度

人事交流の実施

　職員に幅広い視野を持たせるため、県や他市町との相互交流を行う。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

11月 ３月

実施、継続

３人以上

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①

②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-③ 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

計画通りの人事交流ができた。

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

理
由

　受入れ職員からは、他の自治体の先進性を取り入れることや情報交換ができ、派
遣職員については、高度かつ専門性のあるノウハウを取得し、職員のレベルアップ
が図られるとともに帰庁後においてはその知識を他の職員に伝えるなどその効果は
派遣職員にとどまらず他の職員の資質の向上につながっている。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　上記「成果に対する評価」の理由に加え、交流を通した人的繋がり（人脈）によ
り、情報交換、事務の共同作業、アイデアの共有化等により、効果的な費用の投入
や事務時間の短縮など効果が上がっている。

　更なる職員の資質の向上と今後予想される事務の拡大（権限委譲や事務の高度化・
複雑化）に備え、人事交流を継続していく必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・他の自治体の職員が何を考え、どう行動するのか身近に感じられた。
・人事交流は、一定の成果を上げている。ただし、派遣先は、体制によって、事務
に支障をきたすことがあるので、異動職員を配慮する必要がある。
・職員の人事交流は長期的な職員の資質の向上につながるため、現状と同様に引き
続き実施していく必要があると思われる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

結果

結果の内容

① 職員の自主的な共同研究活動を推進するため、奨励制度のＰＲを図った。

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

① 職員の自主的な共同研究活動を推進するため、奨励制度のＰＲを図る。

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
１件 １件以上 １件以上

取組計画
ＰＲ(推進) ＰＲ(推進)研究発表

→ 提案の採択・反映
ＰＲ(推進)研究発表
→ 提案の採択・反映

1-1-02-④ 職員の能力開発

20年度 21年度18年度 19年度

職員の共同研究活動の推進

　テーマ立てによる職員の自主研究、グループ研究活動等の研究活動奨励制度の活用
を促す。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

11月 ３月

ＰＲ(推進)研究発表
→ 提案の採択・反映

１件以上

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-02-④ 職員の能力開発 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

　財源の確保が難しく本制度のＰＲを積極的にできなかった。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■ 小又はなし

理
由

　ＰＲ不足により本制度への応募はなかった。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　本制度における成果はなかったが、予算の縮減という状況下において、各職員が
創意工夫し、所管事務に活かしている。

今後の課題等

　必要最小限の財源を確保し、積極的なＰＲ活動を行い職員に喚起を促す必要があ
る。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・共同研究活動自体にムリがある。実施は見送るべき。
・奨励制度のPRの問題ではなく、職員の意欲の問題である。職員の実態を把握する
ところから始める必要がある。
・職員に対するＰＲを重ねても自主研究等の成果が上がるかは疑問であるが、自主
的な部分を促す他の方法も定かでないため、引き続き計画の推進を望む。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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２月 ３月

実績値及び積
算根拠

　人事評価制度を策定し、定期昇給に際し、全職員の人事評価を実施し、従来の一律
昇給制度から昇給額について、実績により格差をつけた。

結果の内容

① 国の給与構造改革を踏まえ、当町の実情に即した人事評価システムを検討し、導入
を図った。
② 人事評価を実施した。
③ 人事評価システムの確立を図った。

８月 ９月 10月 11月４月 ５月 ６月 ７月 12月 １月

実施・継続(見直しを
含む。）

目標数値等

８月 ９月

取組計画

研究→検討→導入(施
行）→評価(実施)→
確立

実施・継続(見直しを
含む。）

年間の実施ス
ケジュール

結果

当初計画の内容

① 国の給与構造改革を踏まえ、当町の実情に即した人事評価システムを検討し、導入
を図る。
② 人事評価を実施する。
③ 人事評価システムの確立を図る。

４月 10月 11月 ３月

実施・継続(見直しを
含む。）

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

21年度18年度 19年度

1-1-03-① 意欲の出る人事評価システムの構築

20年度

実施概要

区　　分

　給与構造改革により、勤務実績を反映した昇給昇格制度が行われるため、国や県、
近隣市町の事例等を参考にしつつ、町の実情に即した人事評価システムを導入し、確
立を図る。

人事評価システムの構築、確立

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

12月 １月 ２月

当初計画

５月 ６月 ７月

②
①

③

②
①

③
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意
　
見

・評価は常に双方向で行われるべきで、片側のみではその労苦と批判に耐えられな
いと思う。
・現システムは、評価者と職員の人間関係により左右される恐れがある。評価者の
主観が排除された公正な評価制度の構築が急がれる。また、評価により、やる気を
なくした職員をケアする方策も検討する必要がある。
・実施結果に異論はないが、評価方法、査定については、より客観的なシステムの
検討も必要かと思われる。また、評価者に対する厳しい声が挙がることが予測され
るが、引き続き本事業は推進されたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　本制度は、評価により、昇給額を削減又は増加するものであり、直接経費の削減
に結びつくものではないが、職員のやる気を喚起することで２次的にそれぞれの業
務において経費の有効投入、削減等に影響が出るものと解される。

今後の課題等

　更に客観的に評価できるよう評価者への教育、指導を行い本制度が定着するよう運
用して行く必要がある。昇給抑制措置が行われているため、中堅以上の職員について
は、高い評価が下されても、実際に昇給しないため、評価されていることが伝わり難
いことから、他の方法で評価結果を反映できないか検討する必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　実績により昇給額に格差を付けることにより、職員のやる気を喚起できた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　制度の策定及び評価並びに昇給に反映した。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-03-① 意欲の出る人事評価システムの構築 総務課人事係
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結果

結果の内容

① 昇任試験を実施した。
○試験結果概要　１月24日1次試験（法規、論文）実施、同月29日2次試験（面接）実
施　　　　　　　　　　　○受験者課長補佐級試験　30人（内訳：事務10人、消防職
10人、保育士、教諭９人）、課長級２人（内訳：事務２人）　○合格者課長補佐級８
人（内訳：事務５人、消防２人、保育士・教諭１人）

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

① 昇任試験を実施する。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ２月

取組計画
昇任試験の実施・継
続

昇任試験の実施・継
続

昇任試験の実施・継
続

目標数値等
受験者数25人 受験者数25人

昇任試験制度の施行、実施

受験者数25人

1-1-03-② 意欲の出る人事評価システムの構築

20年度

　年功序列の弊害を払拭するために、平成17年度に導入した昇任試験制度を継続し、
課長・参事の「課長級」と課長補佐・主幹の「課長補佐級」の２種類の昇任試験を実
施する。

21年度18年度 19年度

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

昇任試験の実施・継
続

受験者数25人

12月 １月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

昇任試験の実施（受験者３２人）

①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-1-03-② 意欲の出る人事評価システムの構築 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　本制度も２年目であり、計画通り実施した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　よい意味で競争意識が生まれ、各自が自己研鑽に励み、職員の資質の向上に結び
ついている。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　職員の資質向上は今後各分野で効率的な事務の執行と事務の的確かつ高度な処理
が可能となり、行政効果が上がることが期待される。

今後の課題等

　18年度は機構改革等の影響から、1月に実施したが繁忙期であるため、19年度は10月
ごろ実施し、職員の負担を軽減する必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・試験に有利なポストと不利なポストは現に存在する。試験の点数だけで資質は計
れない。
・現制度は、論文や上司の評価は主観により評価が分かれるところである。また、
筆記試験は、独自に作成しており、年により問題のレベルが変わる。外部委託し、
客観性を高めるべきである。
・18年度の先進事例を生かした取組みが本町で可能か否かの適格かつ総合的な判断
をされたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

結果

結果の内容

①先進事例の調査・研究（情報収集）
②先進地視察（2/9三鷹市、逗子市）

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①先進事例の調査・研究（情報収集）
②先進地視察

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等

取組計画

・先進市町の調査研
究

・「協働のまちづく
り指針」の策定
・関係課への説明・
指導

・「協働のまちづく
り指針」の実施
・取組状況の把握

1-2-04-① 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度 21年度18年度 19年度

「協働のまちづくり指針」の策定

　町民と行政等が、共に考え、協力し、助け合い、行動しながら｢まちづくりを進める
指針｣を策定し、その実現に向けた施策や事業を実施していく。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分

11月 ３月

・「協働のまちづく
り指針」の実施
・取組状況の把握

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①

②

①

②●2/9
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-2-04-① 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　先進事例の協働のまちづくりの方針について収集をした。

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □ 小又はなし

理
由

　ホームページを中心に資料を収集したが、参考となるものがあまりなかった。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　調査について経費をかけず効率的に行った。

今後の課題等

　先進事例については、さらに調査する必要がある。
　先進事例を参考に基本指針を作成する。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・地域福祉計画はまさにこの「協働のまちづくり指針」に則り策定されるべきと感
じた。企画と福祉とで具体的なすり合わせが必要。
・指針の策定による効果は、期待できるのか。HPの情報が少ないことからも取り組
み事項として適当か精査する必要がある。
・18年度の先進事例を生かした取組みが本町で可能か否かの適格かつ総合的な判断
をされたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①　資料・情報収集、事例研究
②　素案作成

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

１件以上

結果の内容

①　資料・情報収集、事例研究
②　素案作成

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

1-2-04-② 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度

８月 ９月

取組計画
・要綱制定の準備 ・要綱の制定

・必要に応じて実施
・必要に応じて実施

目標数値等

21年度18年度 19年度

パブリックコメント制度の導入

　町の政策形成過程における公平性の確保と透明性の向上を図り、町民の町政への積
極的な参画を促進するとともに、開かれた町政を実現するため、インターネット等に
よる意見聴取等を行うなど、制度の導入を図る。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

・必要に応じて実施

１件以上

12月 １月

１件以上

２月
①

②

①

②
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意
　
見

・パブリックコメントについては、制度を利用する事業課が簡易に利用できるシス
テムの構築又はマニュアル化をされたい。
・パブリック・コメント制度を導入するには、住民のまちづくりへの関心度が重要
である。制度を導入しても利用されないのでは、意味がない。住民のまちづくりへ
の参画意識の現状を把握しながら、地域の実情に合った制度を研究していくべきで
ある。
・パブリック・コメントではなくパブリック・ビューイングの統一された流れがな
ければ導入は定着しない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　調査・研究及び素案の作成について、委託料等の経費は発生しなかった。

今後の課題等

　パブリックコメントの実施方法について､かんたん申請システム等、既存のシステム
を利用した方法を検討すべきと考える｡

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

■ 小又はなし

理
由

　予定していた成果が出ず､目標を達成できなかった｡

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　先進事例の研究を行ったが､事例が少なく､どこまでを対象とするのか結論が出な
かった｡
　また、実際の実施方法についても多くの問題があった。

成果に対する評価

1-2-04-② 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

20団体中１団体　５％

結果

結果の内容

①公募実施（清水町ごみ減量等委員会）
②今後改選予定団体調査
③公募依頼

年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

①公募実施（清水町ごみ減量等委員会）
②今後改選予定団体調査
③公募依頼

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
5% 10% 15%

取組計画

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

1-2-04-③ 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚

20年度 21年度18年度 19年度

各種委員の公募制度の導入

審議会等の現在の委員構成について調査し、委員の公募制導入が可能か検討を行い、
公募制度の導入を進めていく。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

11月 ３月

各種委員会等につい
て、公募制度を導入
する。

20%

12月 １月 ２月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

①
②

③

①
②

③
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

1-2-04-③ 参画しやすい体制づくりと参画意識の高揚 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

　委員等の改選時期が多様で、各課への各種委員会の改選時期の調査が、タイミン
グをつかめず実施できなかった｡

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■ 小又はなし

理
由

　新たな公募を実施する委員会等を増加できなかった｡

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　町広報誌を活用し、経費の発生を抑えた。

今後の課題等

　議会議員の各種委員会等への不参画の申出が有り､これを機に委員の公募制の導入を
検討する必要がある｡

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・公募で委員が集まるのか、運営するサイドの不安が大きい。町レベルでどのよう
な導入事例があるのか情報が欲しい。
・公募人数、構成割合、年齢、性別、宗教色など一定の基準を明確にしてから、進
めるべきである。
・委員を公募することによるメリット、デメリットは把握されたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

24



実績値及び積
算根拠

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①町内の各種団体でホームページを開設している団体の調査をする。団体活動状況を
精査しながら、行政を介せず、団体相互に情報交換ができるようなシステム構築を考
える。既存の団体代表者が集まる組織にはしない。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

①10団体
②1回（20団体）

結果の内容

①消防団を始めとした各種団体のホームページを調査した。
ホームページだけでなく、mixiなどのコミュニティを通して、行政に関心を示さない
若い町民などが、情報交換をする場の調査をした。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

1-2-05-① 地域活性化の推進

20年度

８月 ９月

取組計画
調査研究 ①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進

②交流会の実施
①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進
②交流会の実施

目標数値等

21年度18年度 19年度

協働による施策・事業の展開

　各種団体のネットワーク化、情報の共有化を図り、町民発意による事業が実施、展
開できるよう各種団体への支援等を行う。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

地域振興課まちづくり係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

①ﾈｯﾄﾜｰｸ化の推進
②交流会の実施

①30団体
②１回（40団体）

12月 １月

①20団体
②１回（30団体）

２月
①

①
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意
　
見

・この取組事項自体が、最終的に何を目標としているのか理解しがたい。ネット
ワーク化が最終目標ではないと思うが、それがどう生かされるのかがよくわからな
い。
・今後ネットワーク化するためにホームページを立ち上げている団体に限らず、潜
在的な団体に対しても本システムを公表・ＰＲしていく必要がある。地域の社会資
源としての団体の把握及び活用を図るために行政がどのように関わっていくかが課
題である。
・これからはインターネットの時代となり必要なことだが、リーダーがいなければ
話しがまとまらない。それを役場が行うのか、民間で行うのかの方向性をはっきり
させたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　ネットの情報がすべて正しいとは限らないので、その判断が難しい。
　但し、情報交換が軌道に乗れば、地域活性化の効率性・経済性は高いと思われ
る。

今後の課題等

　団体レベルでの情報発信から、個人レベルでの情報発信へとネットの流れが移って
いる中で、どういう形でネットワークを組むか、手探り状態になっている。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　調査対象を、ネット内のホームページに限っていたため、以前開設していた各種
団体のホームページが閉鎖されているケースがあり、思うように調査は進まなかっ
た。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　ホームページを立ち上げている団体が減少し、ブログなど簡単に情報発信できる
ネット環境に移行しつつあるので、調査に手間取った。

成果に対する評価

1-2-05-① 地域活性化の推進 地域振興課まちづくり係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

登録者数　144人

結果の内容

① 新規登録者の募集（４月ｴﾄｾﾄﾗ、10月広報、公民館ＨＰ）
② 生涯学習講座・教室開催

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 新規登録者の募集（４月ｴﾄｾﾄﾗ、10月広報、公民館ＨＰ）
② 生涯学習講座・教室開催

３月４月 ５月 ６月 ７月

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

登録者数　250人

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

インストラクター登録制度の促進、出前講座の実施

　今後、新規登録者の促進や利用者への広報を積極的に行い、学社融合の推進及び地
域の教育力、生涯学習指導者の発掘を進める。

1-2-05-② 地域活性化の推進

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

社会教育課社会教育係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
登録者数　160人 登録者数　190人 登録者数　220人

取組計画

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

新規生涯学習指導者
の発掘・育成によ
り、新規登録者を確
保する。

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

① ②

① ②
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意
　
見

・進捗状況は募集・講座の実施のみでなく、登録制度の推進状況で判断が必要と思
われる。また、インストラクター登録制度の進捗状況と共に出前講座の実施回数の
変化も数字でわかると評価しやすいのではないか。
・新規登録者の発掘のシステム化が必要である。たとえば、既登録者に友人を紹介
してもらうよう働きかけたりする。また登録をした人達が最低１年に１回くらい活
動できる場の提供が不可欠である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　インストラクター登録者を講座・教室の講師として活用することにより、講師謝
金を軽減することができた。

今後の課題等

　インストラクター登録者の活用をどのようにするか、検討していく。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　新規登録者の募集及び講座・教室を開催したが、登録者数が目標値を下回ってし
まった。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　当初の計画どおり募集及び講座等を実施した。

成果に対する評価

1-2-05-② 地域活性化の推進 社会教育課社会教育係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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10月 11月 ３月

施策・基本事業評価
の検討

全事務事業に評価実
施（127事業以上）

12月 １月

全事務事業に評価実
施（127事業以上）

２月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

行政評価システムの構築、実施

　効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政評価の導入目的を明確にし、成果指
標等を用いて必要性、有効性及び効率性等を評価するシステムを構築する。
　また、第三者機関の設置（外部評価の実施）について、検討する。

2-1-06-① 行政評価システムの構築と活用

20年度

８月 ９月

取組計画
試行 施策・基本事業評価

の検討
施策・基本事業評価
の検討

目標数値等

各係１事業以上の評
価実施（42事業）

全事務事業に評価実
施（127事業以上）

結果の内容

①行政評価実施先進事例の調査・研究、近隣市町の実施状況視察
②事務事業評価シートの研究・作成
③行政評価推進リーダー（各課代表）設置、研修会
④モデル事業の評価、評価対象事務事業選定、事務事業評価試行
⑤先進地視察

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①行政評価実施先進事例の調査・研究、近隣市町の実施状況視察
②事務事業評価表の研究・作成
③行政評価推進リーダー（各課代表）設置、研修会
④モデル事業の評価、評価対象事務事業選定、事務事業評価試行
⑤先進地視察

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

①ホームページから情報収集
②先進市町のシートの研究し、推進リーダーからの意見により修正
③　　H18.11設置、13名（各課１名）
④　　推進リーダー会議６回実施
⑤先進地視察（2/9三鷹市、逗子市）

①
②

③ ④

⑤

①

②

③

④

⑤●2/9
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-06-① 行政評価システムの構築と活用 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　推進リーダーを13名選任し、６回の会議において、行政評価に係る研修と事務事
業評価シートの記載、相互点検を実施した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　事務事業評価シートへの記入だけに終わらず、シート内容を推進リーダーの相互
点検を行うことで、行政評価への習熟度が深まった。
　また、グループによる各事務事業評価シートへの意見交換が有意義であった。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　グループに分かれてのリーダーによる相互評価など意見交換において各自の考え
を十分把握できた。
　また、グループによる検討も短時間で効果が上がった。

今後の課題等

　平成19年度一人一事務事業評価を実施するにあたって、各課の推進リーダーの積極
的な活動が必要である。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・今後については、事務事業評価になじまない事業もあると思われるので、19年度
の一人一事務事業評価の実施後、評価対象の事務事業の選定を検討すべきと考え
る。また、事務事業の再編・整理、廃止・統合を見据え、実施していただきたい。
・新しい取り組みであり、評価に時間と労力を費やすが定着すれば効率的・経済的
な事業運営につながる。定着までの流れをつくるために推進リーダーの今後の役割
が重要。職員間の評価能力の格差をどのように減らすかが課題か。
・行政評価システムの評価の方はできあがりつつあるので、その結果をすばやく実
行できるシステムの構築に進んでよい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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●

３月

結果の内容

①静岡県が主催する説明会に出席した。
②(社)日本経営協会が主催する研修会へ参加した。
③先進地（東京都三鷹市・神奈川県逗子市）への視察を行った。（2/9）

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月 ３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

①静岡県が主催する説明会に出席する。
②(社)日本経営協会が主催する研修会へ参加する。
③先進地への視察を行う。

①新公共理念に基づ
き行政評価システム
を実施

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

新公共経営（ＮＰＭ）理念に基づく「戦略展開」の導入

　民間企業における経営理念、手法等を公共部門に適用し、そのマネージメント能力
を高めることにより、行政の効率化、活性化を図る。

2-1-06-② 行政評価システムの構築と活用

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
②1回
③1回

取組計画

①新公共理念につい
ての調査研究
②講座等への出席
③先進地視察

①新公共理念に基づ
き行政評価システム
を実施

①新公共理念に基づ
き行政評価システム
を実施

実績値及び積
算根拠

説明会出席　１回
講座等への出席　１回
先進地視察　２市

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月
①
②

③

①
②

③

31



意
　
見

・ＮＰＭ理念に基づいてできることは、行政評価だけなのか？
・視察や研修で得たものをどのように実務に活用したのか、その結果に対する評価
はどうであったのだろうか。視察した先進地の手法や理念をどのように町の特徴に
合わせて変換していくかが今後の評価につながると思われる。
・新公共経営理念という考えが浸透していない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

　全国的に有名な市を視察したが、近隣において先進地である市町も視野に入れた
い。

今後の課題等

　研修の講師を依頼する場合、県の補助制度を利用し、経費を最小限に抑える。
　また、企画調整係との連携を図る。

理
由

　視察や研修で得たものを、実務に活用した。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　当初の計画どおり、視察等を行った。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-06-② 行政評価システムの構築と活用 企画財政課行政改革推進係
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実績値及び積
算根拠

結果の内容

①実施計画各課作成、査定、計画書作成
②予算査定
③事務事業評価システム調査・研究・試行

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①実施計画各課作成、査定、計画書作成
②予算査定
③事務事業評価システム調査・研究・試行

３月４月 ５月 ６月 ７月

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合

　事務の見直しを行うにあたり、歳出削減の観点による従来の手法に加え、今後は、
成果重視の効果的かつ効率的な行政運営を目指す。
　行政評価による体制を整え、更なる事務事業の改善と再開・整理等推進する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

・実施計画、予算査
定、行革推進本部に
おける検討、実施・
行政評価の反映

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②
③

①
②

③
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意
　
見

・現状の手法（実施計画ヒアリング、予算査定）では限界があるため、「今後の課
題等」に記載されたことが達成できるよう実施していただきたい。
・行政評価システムの進捗状況を検証しながら、更なる見直しが必要。
・せっかく計画を作成しても予算査定の時点で反映されない。まったく新しい方法
に変更した方がよい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 ■

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　実施計画のヒアリングや予算査定の中だけでの事務事業の見直ししかできなかっ
た。

今後の課題等

　行政評価による事務事業見直しに期待がかかるが、担当だけの意見ではなく、課内
での議論や他課からの意見による見直しをできるようにしたい。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

■ 小又はなし

理
由

　計画通りに実施したが、事務事業の再編・整理、廃止・統合に結びつくものが少
なかった。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　実施計画、行政評価に関する事務は予定通り実施した。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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12月 １月 ２月 ３月８月 ９月 10月 11月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①規則改正を行い実施中

年間の実施ス
ケジュール

実績値及び積
算根拠

年間1,000千円削減

結果

当初計画の内容

①規則改正を行い実施中

４月 ５月 10月６月 ７月 ８月 ９月

目標数値等
△1,000千円 △1,000千円 △1,000千円

取組計画
H17実施済 継続 継続

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

20年度 21年度18年度 19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（職員被服等貸与の廃止）

　職員の被服等の貸与については、経費削減のため、平成15年度から試行により、事
務服等の一部の貸与を中止してきたが、清水町職員被服等貸与規則の一部を改正し、
事務服等の貸与にあっては、平成18年度より廃止する。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分

11月 ３月

継続

△1,000千円

12月 １月 ２月
①

①

35



意
　
見

・今後も継続して実施していただきたい。
・具体的な経済削減効果がはっきりとわかるので評価できる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

経費の削減を図ることができた。

今後の課題等

今後も継続して実施する。

理
由

目標どおりに経費の削減を図ることができた。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

当初の計画どおり実施した。

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課庶務係
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②

実績値及び積
算根拠

１課減

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

① 事務の合理的かつ効率的な処理体制ができるよう検討。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

結果の内容

②組織の簡素化として1課減、利用者の利便を図るため利用件数の多い業務を総合窓口
を所管する住民生活課に統合（国保窓口業務）、こどもを対象に保育所、幼稚園の窓
口課をこども育成課に統合、より積極的に町民の健康づくりを推進するために健康福
祉課（健康づくり推進室）の創設等18年11月に機構改革を実施。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

20年度

８月 ９月

取組計画
継続 継続 継続

目標数値等

21年度18年度 19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（組織の統廃合（体育施設維持管理
事業））
　教育委員会の機構改革を行い、体育振興課を廃止し、社会教育課に統合するととも
に、課内室として体育振興室を設置した。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

継続

12月 １月 ２月
①

①
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意
　
見

・町民の立場にたった利便性の視点で今後も組織体制を検討する必要性があるが、
一方で機構改革（統廃合）によって生じたデメリットも分析し、さらに時代の流れ
に沿った柔軟的・効率的な組織体系の検討が必要。
・機構改革による人員の適正配置がなされていないため、少数の課に業務の負担が
かかっている。一度改革したら終わりではなく常に結果の検討が必要である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　関連したセクションを同一の課に統合することにより、行政の意思決定の迅速化
と利用者の利便性が向上した。

今後の課題等

　今後、社会経済情勢に速やかに対応できるような組織づくりについて、常に調査・
研究していく必要がある。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

機構改革の結果、①保育所、幼稚園の管理部署を統合し、子育てに対する窓口が一
元化された。②国保業務を分散し加入、脱退等の事務を住民生活課に所管させ、利
用者の利便性を図った。③町民の健康管理を健康づくり推進室を設けて機能を強化
した。④組織の簡略化として１課削減となった。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　11月により効率的な組織体制とするため、機構改革を実施した。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

幼稚園の臨時用務員を廃止
削減効果　３人分　△5,110千円

結果の内容

① 庁舎内の課及び消防本部に配置する一般事務臨時職員について、総務課一括管理を
行い、臨時職員の活用と削減を図った。
　また、生活環境清掃員、幼稚園・学校用務員の業務について、委託業務とするほ
か、幼稚園教諭の勤務時間の縮減を行った。
② 次年度の臨時職員雇用について、各課とヒアリングを行い、更なる臨時職員の削減
に努めた。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 庁舎内の課及び消防本部に配置する一般事務臨時職員について、総務課一括管理を
行い、臨時職員の活用と削減を図る。
② 次年度の臨時職員雇用について、各課とヒアリングを行い、更なる臨時職員の削減
に努める。

３月４月 ５月 ６月 ７月

実施・継続

一般事務員の削減(対
前年比減)

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（臨時職員の一括人事管理の実施及
び勤務時間の縮小（見直し））

１７年度において、　一般事務の補助に当たる一部の臨時職員について、総務課一括
管理としたが、学校、幼稚園の臨時用務員廃止した。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

生活環境清掃員、幼
稚園・学校用務員の
削減(委託）

一般事務員の削減(対
前年比減)

一般事務員の削減(対
前年比減)

取組計画
補助業務の精査（勤
務時間の縮減）

実施・継続 実施・継続

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①

②
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意
　
見

・一般事務補助の臨時職員について、更なる削減を図っていただきたい。「人事一
括管理」とは、時期により業務が集中する部署へ、機動的に臨時職員を配置すると
いうことも含まれていると考える。
・削減・廃止による経済的効果は見込めたが事業運営の効率性については課題が
残っていると言える。課題を解決するための方策についてさらに調査を続けていく
必要がある。
・効率性・経済性に関しては効果が高いが、幼稚園教諭が用務員の仕事をしてお
り、業務に支障がある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　臨時職員賃金の削減ができた。

今後の課題等

　急激な人員削減により、幼稚園教諭が用務員の業務を行っているが、本来の教諭と
しての業務に支障が生じていることから、何らかの改善措置が必要と思われる。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　各出先機関においても、行革意識が浸透し、現在の町の状況に理解がされてきて
いる。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

当初の計画どおり幼稚園の用務員を廃止することができた。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等
実施 継続 継続

取組計画
エアコン設定温度夏
28℃、冬20℃

エアコン設定温度夏
28℃、冬20℃

エアコン設定温度夏
28℃、冬20℃

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課管財係

実施概要

区　　分 18年度

エアコン設定温度夏
28℃、冬20℃

継続

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（光熱水費の縮減（施設維持費の見
直し））
　公の施設におけるエアコンの設定温度を夏季28℃、冬季20℃に徹底した。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

① エアコン設定温度　夏季28℃（効率的な稼動とクールビズの徹底）
② エアコン設定温度　冬季20℃（効率的な稼動とウォームビズの徹底）

※2-1-08-⑤と関連

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

① エアコン設定温度　夏季28℃（効率的な稼動とクールビズの徹底）
② エアコン設定温度　冬季20℃（効率的な稼動とウォームビズの徹底）
③ 平成19年２月に庁舎冷暖房設備の運転についての方針を策定・通知

※2-1-08-⑤と関連

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

電気代の削減（平成17年度との比較）　使用料：△79,401ｋｗ　金額：△1,074,603円

①
②

①
②

③
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 総務課管財係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　当初の計画どおり実施できた。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　エアコンの運転基準を策定し、適正に運転することができた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　エアコンの設定のみが要因ではないが、平成17年度と比較し、電気代の削減を図
ることができた。

今後の課題等

　今後については、電気代の節減のみでなく、ガス・水道代について検討していく。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・別館のエアコンは単独運転が可能であり、徹底されているのかどうか疑問であ
る。
・具体的な効果が目に見えて分かり評価できる。
・夏期の冷房については温度が上がる前の朝から入れた方が効率的と思われる。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

総合窓口検討部会　１回

結果の内容

①総合窓口業務の運営
②住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題
点の洗い出しを行った。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①総合窓口業務の運営
②住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題
点の洗い出しを行う。

３月４月 ５月 ６月 ７月

①実施
②検討部会の開催

②１回

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（総合窓口（ワンストップサービ
ス）業務の実施）

　時代の変化に対応し、各種証明や届出手続の簡素化と窓口サービスの利便性の向上
を図るため、住民生活課の窓口を総合窓口とし、ワンストップサービスを実施する。
また、総合窓口の開設に合わせて、フロアマネージャーを配置する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等
②１回 ②１回 ②１回

取組計画

①実施
②検討部会の開催

①実施
②検討部会の開催

①実施
②検討部会の開催

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①

②
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意
　
見

・問題点の洗い出しとその対応ができたということであるが、効率性・経済性の主
管課評価が「中」であったということは、更なる改善ができると考える。
・町民のニーズや利便性は本当に確保されているのか町民の声を聞く（アンケート
等）機会も必要か。
・総合窓口の実施により住民による手続きの簡素化が図られた。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

　総合窓口業務を更に効率よく運営するための手法を、総合窓口を実施している他
市町村を参考に取り入れていきたい。

今後の課題等

　総合窓口業務を円滑に運営するため、継続して総合窓口検討部会を開催し、更なる
住民サービスの向上を図る。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　総合窓口検討部会による問題点の洗出し及びその対応により、総合窓口による各
種証明や届出手続の簡素化と窓口サービスの利便性は確保されている。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　計画どおり総合窓口検討部会を開催した。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課行政改革推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

ふれあい広場、農業
祭、善行・技能功労
表彰

国際交流イベント、
スターライトタウン

ウォーキング関連・
夏休み子ども関連

取組計画

11月3イベントの統合 12月2イベントの統合他課イベントとの統
合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

地域振興課まちづくり係

実施概要

区　　分 18年度

他課イベントとの統
合春・夏・秋・冬歳
時記イベント

消費生活展リサイク
ル展・みどりまつ
り・ホタル鑑賞会等

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（各種イベント事業の見直し）

　各種イベント事業の検証を行い、民間活力の導入、業務の効率化等を図るため、各
種イベントのあり方について見直しを行う。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

９月 10月

当初計画の内容

① 事務担当者の調整11月23日（祝）の「ふれあい広場」（社会福祉協議会）に日程を
合わせ、同時開催をする方向で調整。（農業祭・技能功労表彰）
②・③　次年度以降のイベント調整

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①農業祭は、事務局レベルでは調整済みだったが、実行委員会のメンバーの理解が得
られなかった。技能功労表彰については、総務課の賀詞交歓会で善行賞表彰と同時に
開催するため、調整できず。
当初計画の②③については、課内のイベント調整を随時行なった。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

事務局レベルの調整会議3回（ふれあい広場・賀詞交歓会・消費生活展）
課内のイベント調整検討5回（イルミネーション・国際交流等）

①

②
③

①

45



整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 地域振興課まちづくり係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

　事務担当課・担当者では調整が可能であるが、実際には実行委員会形式にしてい
るイベントが多く、委員のメンバーが反対するケースがある。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

　イベントの見直しについての成果は小さいが、今後の検討すべき課題を把握する
ことができた。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　イベント見直しが進むことにより、高い効率性、経済性が期待できる。

今後の課題等

　イベントの見直しは、一担当課では限界があるため、町全体で対応策を考えていく
必要がある。
　職員が主なスタッフとなるイベントについては、その必要性から検討していく必要
がある。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・一朝一夕にできることではないと思うので、粘り強く行っていただきたい。
・イベント間の横のつながりに気づくため、各担当委員で活動や課題について意見
を出し合える場が必要。イベントを見直すことによって発生するメリットについて
委員の理解を得ていくことが重要。
・各種イベントについては、費用対効果の見直しと事務の効率性の見直しが必要で
ある。一度始めたイベントの廃止は反対意見が多くでるため、検討委員会等の意見
として提出が必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

結果の内容

①　中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）について資料を収集し、
整理した。
②　認定こども園制度の詳細を県に確認

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①　中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）の確認
②　認定こども園制度の詳細を県に確認

３月４月 ５月 ６月 ７月

【中保】民設民営に
よる施設整備【南
保】管理運営方針の
決定

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（保育所管理運営事業の見直し（保
育所の民営化））

　保育所の管理運営のあり方について、調査・研究し、民間活力の導入、サービスの
向上、業務の効率化等を図るため、民営化を検討する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

こども育成課児童育成係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

【中保】清水幼稚園
と中央保育所を一体
化した「認定こども
園」の調査研究

【中保】清水幼稚園
と中央保育所を一体
化した「認定こども
園」の調査研究、方
針決定、委員会設立

【中保】民営化に伴
う事業者・事業用地
等の選定、保護者説
明会の開催施設整備
計画の策定、県との
協議【南保】管理運
営方針の検討

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①
②
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意
　
見

・収集した資料の分析を行えば、更によかったと思う。
・地域の実情に結びつくか資料分析が今後重要になると思える。
・保育所を民営化あるいは幼稚園との統合ができれば、経費節減効果と事務の効率
化は大きい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　資料は、現在あるものを活用し、新たに費用を要しなかった。

今後の課題等

①　資料の分析が必要である。
②　分析に基づき、認定こども園の制度が地域の実情に合致するか検討する。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　整理した資料に対する分析を行っていない。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　認定こども園に関する県条例は、平成18年12月26日に制定されており、平成18年
度にできることは、主に、中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）
について資料を収集し、整理することであり、計画どおり進んだ。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 こども育成課児童育成係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

結果の内容

① 中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）について資料を収集し、整
理した。
② 認定こども園制度の詳細を県に確認

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①  中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）の確認
②　認定こども園制度の詳細を県に確認

３月４月 ５月 ６月 ７月

民設民営による施設
整備

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務事業の再編・整理、廃止・統合（幼稚園管理運営事業のあり方につ
いて）
　少子化が進み、未就学児が減少することに伴い、民間活力の導入、サービスの向上
等について調査・研究し、業務の効率化を図るため、幼稚園の管理運営のあり方につ
いて検討する。

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

こども育成課児童育成係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・行革分科会による
民営化の調査検討
・清水幼稚園と中央
保育所を一体化した
「認定こども園」の
調査研究

清水幼稚園と中央保
育所を一体化した
「認定こども園」の
調査研究、方針決
定、委員会設立

民営化に伴う事業
者・事業用地等の選
定、保護者説明会の
開催施設整備計画の
策定、県との協議

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①
②
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意
　
見

・清水幼稚園、中央保育所は現状計画で良いと思うが、他の幼稚園、保育園に付い
ての民営化についての計画も併せて行うべきである。
・清水幼稚園と中央保育所を一体化した認定こども園は、現状では有効的な方法で
あるが、実際手を上げる事業者がいるのか、また、幼保一元化し、現実的に円滑に
運営できるのか、十分審議されたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　資料は、現在あるものを活用し、新たに費用を要しなかった。

今後の課題等

①　資料の分析が必要である。
②　分析に基づき、認定こども園の制度が地域の実情に合致するか検討する。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　整理した資料に対する分析を行っていない。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　認定こども園に関する県条例は、平成18年12月26日に制定されており、平成18年
度にできることは、主に、中央保育所及び清水幼稚園の現況（老朽度・児童数等）
について資料を収集し、整理することであり、計画どおり進んだ。

成果に対する評価

2-1-07-① 事務事業の再編・整理、廃止・統合 こども育成課児童育成係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

①「戸籍謄抄本」広域交付については、協議会
②県と全市町による連絡協議会で検討されている。
③広報しみず１日号にコーナーを設けて掲載（12回/年）

結果の内容

①駿豆広域圏での「戸籍謄抄本」広域交付の調査・研究（住民票、印鑑証明は実施済
み）
②地方税一元化構想の検討
③広報の相互掲載

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

①駿豆広域圏での「戸籍謄抄本」広域交付の調査・研究（住民票、印鑑証明は実施済
み）
②地方税一元化構想の検討
③広報の相互掲載

３月４月 ５月 ６月 ７月

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

広域行政の推進

　近隣市町との更なる連携を深めるため、駿豆地区広域市町村圏協議会等において、
新規共同事業等を調査・検討し、広域行政を推進する。

2-1-07-② 事務事業の再編・整理、廃止・統合

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課企画調整係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

取組計画

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

・新規共同事業の調
査検討
・共同事業の実施

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①
②

③

①
②

③
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意
　
見

・広域地区で戸籍交付は本当に必要か？利用実績やアンケートなどの調査をしてか
ら検討。
・戸籍謄抄本の広域交付の住民ニーズは、あるのかよくわからないが、個人的には
あまり必要性を感じていない。しかし、広域で交付することが決まればやらざるを
得ないのか。実現不可能かもしれないが、事務的なつながりではなく、人と人との
つながりを創るため、広域でのイベントはできないのだろうか。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

新たに費用を要していない。

今後の課題等

　駿豆広域圏の各部会での協議となるため、当町だけの考えでは進まないが、広域連
携できる事務については、今後も提案する必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　近隣市町や県との連携により事業を進めていくため、思うように進まない場合が
ある。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　駿豆広域圏での「戸籍謄抄本」広域交付の調査・研究は、平成19年度も引き続き
行う。

成果に対する評価

2-1-07-② 事務事業の再編・整理、廃止・統合 企画財政課企画調整係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等

取組計画

マニュアルの様式を
示し、各係で作成・
保存をさせる。

見直し・活用 見直し・活用

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度

見直し・活用

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

事務処理マニュアルの作成、活用

　事務の標準化、新人の早期戦力化、職員一人ひとりの能力向上等のため、各課業務
の事務処理マニュアルの作成をする。

2-1-08-① 業務効率（生産性）の向上

９月 10月

当初計画の内容

①資料収集
②マニュアル様式作成
③各係マニュアル作成

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①資料収集

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①
②

③

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-08-① 業務効率（生産性）の向上 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

理
由

町長選挙、統一選挙事務により支障をきたした。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

資料収集のみに止まっているため

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

資料収集の際、経費はかかっていない。

今後の課題等

統一的な様式の選定

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている ■ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・マニュアルを作ることが目的となってしまっているようである。均一の事務処理
をするためのマニュアルを作ることが目的である。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

分科会：収納率向上対策６回、医療費抑制対策４回、幼稚園運営（民営化・幼保一
元・外部委託等）４回、税外収入の検討５回、産業振興（企業誘致）５回
ワーキンググループ２回、総合窓口検討部会１回、滞納者特別措置検討２回

① 行革本部員及びプロジェクト専門部会員による分科会を立ち上げ、収納率向上対策、医療費
抑制対策、幼稚園運営（民営化・幼保一元・外部委託等）、税外収入、産業振興（企業誘致）
についての検討を行った。
② 若手職員によるワーキンググループを立ち上げ、事務事業の見直し等について検討を行っ
た。
③ 住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題点の洗い
出しを行った。
④　滞納者特別措置検討部会を開催した。

11月 12月 １月 ２月８月 ９月 10月 ３月５月 ６月 ７月

結果の内容

実施概要

10月 11月 ３月

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討
③総合窓口の検討

取組計画

12月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

業務改善運動の実施

　現行の職員提案制度の更なる活用を図るとともに、職員一人ひとりが　身近なとこ
ろから改革を実践する「業務改善運動」を推進し、職員が日常的に自ら考え行動する
組織を醸成する。

2-1-08-②

21年度

業務効率（生産性）の向上

整理番号 所　管　課（係）

企画財政課行政改革推進係

取　組　事　項

９月

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

①５グループ
②１グループ

①行革分科会による
検討
②若手職員ＷＧによ
る検討

１月

当初計画

２月

区　　分 18年度 20年度

目標数値等
①５グループ
②１グループ
③１グループ

①５グループ
②１グループ

①５グループ
②１グループ

結果
年間の実施ス
ケジュール

当初計画の内容

① 行革本部員及びプロジェクト専門部会員による分科会を立ち上げ、収納率向上対策、医療費
抑制対策、幼稚園運営（民営化・幼保一元・外部委託等）、税外収入、産業振興（企業誘致）
についての検討を行う。
② 若手職員によるワーキンググループを立ち上げ、事務事業の見直し等について検討を行う。
③ 住民生活課等総合窓口に関係する各課による検討部会を開催し、現状における問題点の洗い
出しを行う。

４月 ５月 ６月 ７月

４月

８月
① ②

③

① ②
③

④
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意
　
見

・行革分科会や、ワーキンググループに参加していない職員への情報提供（情報の
共有化）や行革への意識向上も必要ではないか。
・委員になった職員だけがかかわるのではなく、他の職員の意見も取り入れたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

　検討に関する経費は発生していない。
　また、各部会等の運営は各部会毎に話し合いのもと実施していたため、通常業務
に支障も少なく効率的に運営されたと考える。

今後の課題等

　部会員について、自主的に参加する職員を募る。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　各分科会での検討結果が次年度に実施することとなる等の成果を得るとともに、
職員が当町における問題を検討することにより、意識の向上についても図られた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　当初の計画どおり検討会等を実施したほか、滞納者特別措置の検討等、当初の計
画にない検討も行った。

成果に対する評価

2-1-08-② 業務効率（生産性）の向上 企画財政課行政改革推進係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等
①年１回 ①年１回 ①年１回

取組計画

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度

①永久保存文書等の
整理を行う。
②ファイル基準表の
更新を行う。

①年１回

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

ファイリングシステム（文書管理）の推進

　より適正な文書管理を推進するため、書庫内永久保存文書の精査を行うとともに、
ファイル基準表をデータ管理し、歴史的文書の管理基準等の検討を行う。

2-1-08-③ 業務効率（生産性）の向上

９月 10月

当初計画の内容

①新規保存文書受入及びファイル基準表の作成
②永久保存文書の見直し

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

①新規保存文書受入及びファイル基準表の作成

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

１回実施

①
②

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-1-08-③ 業務効率（生産性）の向上 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　年度における適正な文書の移管は行えたが、計画にあった、永久文書の精査が行
えなかった。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　18年度移管文書の適正な保管管理は維持できているが永久文書精査による保管場
所の確保ができなかったた。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　18年度移管文書のファイル基準表による管理は適正に行われており、検索も行え
る状況にある。

今後の課題等

保存場所を確保するため、現在保管されている永久文書の確認精査が必要である。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中 □

意
　
見

・永久保存文書の保管は、破棄出来ないため物理的に増大する。電子データ―化等
少ないスペースで保管する方法の検討も必要ではないか。
・永久保存の文書については、新たな保管方法を検討されたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

3万円以上30万円未満の備品1,772件、寄贈71件入力

結果の内容

①　3万円以上30万円未満の入力
②　規則の改正を行った。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

① ３万円以上の備品（2,958件）について、各課において入力する。※新規３万円以
上の備品は出納室において備品取得済通知書に基づき入力
②　規則の改正を行う。

３月４月 ５月 ６月 ７月

台帳の公開、データ
窓口の一本化、運用

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

備品台帳システムの活用

　すべての備品について、パーソナルコンピュータによるデータ管理とするため、税
法による分類と償却率、耐用年数等のデータを入力し、備品台帳に替わるシステムの
活用を図る。

2-1-08-④ 業務効率（生産性）の向上

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

出納室会計係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等 　　2,958件

取組計画

重要備品以外のデー
タを各課で入力、例
規の改正

台帳の公開、データ
窓口の一本化、運用
開始

台帳の公開、データ
窓口の一本化、運用

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①

②

①
②
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意
　
見

・システム運用のマニュアルが必要。新規備品の登録を担当課でするのか、出納で
行うのか。システム入力者の特定等が曖昧である。
・各課での事務処理について、明確に指示して頂きたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　支出命令票提出時、備品取得済み通知書をみて入力できるので処理時間の短縮が
図られる。

今後の課題等

　備品台帳のソフトが複数の人が使うインターネットパソコンに入っているので、専
用のパソコンにしたい。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　備品台帳管理をしないので、備品台帳スペースが空く、入力も取得済通知書でで
きる。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　各課の入力漏れデータの確認がとれていない。

成果に対する評価

2-1-08-④ 業務効率（生産性）の向上 出納室会計係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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実績値及び積
算根拠

結果の内容
① 庁舎
電気46,550ｋｗ／月（目標との比較△9.9％）　水道98㍑／2カ月（目標との比較△28.5％）
② 公用車
レギュ604㍑／月（目標との比較△14.7％）　ハイオク95㍑／月（目標との比較△24.6％）　軽
油255㍑／月（目標との比較△58.7％）
※2-1-07-①光熱水費の縮減と関連

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 庁舎
電気51,693ｋｗ／月　水道137㍑／2カ月
② 公用車
レギュ708㍑／月　ハイオク126㍑／月　軽油434㍑／月
※2-1-07-①光熱水費の縮減と関連

３月４月 ５月 ６月 ７月

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヵ年平均
の3％以内
公用車燃料代燃料費
使用量過去5ヵ年平均
以下
庁舎（電気・水道）
電気51,693ｋｗ／月
水道137㍑／2カ月
公用車燃料代
レギュ708㍑／月　ハ
イオク126㍑／月　軽
油434㍑／月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

省エネルギーへの取組

　地球温暖化対策をはじめ環境への配慮を行うため、引続きエコオフィス管理者を中
心とした節電対策等に努めるとともに、公用自転車の使用推進と車両更新時における
低公害車の導入を検討する。

2-1-08-⑤ 業務効率（生産性）の向上

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課管財係

実施概要

区　　分 18年度 20年度 21年度

目標数値等

庁舎（電気・水道）
電気51,693ｋｗ／月
水道137㍑／2カ月
公用車燃料代
レギュ708㍑／月　ハ
イオク126㍑／月　軽
油434㍑／月

庁舎（電気・水道）
電気51,693ｋｗ／月
水道137㍑／2カ月
公用車燃料代
レギュ708㍑／月　ハ
イオク126㍑／月　軽
油434㍑／月

庁舎（電気・水道）
電気51,693ｋｗ／月
水道137㍑／2カ月
公用車燃料代
レギュ708㍑／月　ハ
イオク126㍑／月　軽
油434㍑／月

取組計画

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヵ年平均
の3％以内
公用車燃料代燃料費
使用量過去5ヵ年平均
以下

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヵ年平均
の3％以内
公用車燃料代燃料費
使用量過去5ヵ年平均
以下

庁舎（電気・水道）
使用量過去5ヵ年平均
の3％以内
公用車燃料代燃料費
使用量過去5ヵ年平均
以下

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月
①
②

①
②
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意
　
見

・使用料は、目標数値を大きくクリアーしており成果として評価できるが、本来の
業務効率、省エネへの取り組みについては、エコカーの導入、地球温暖化への代替
エネルギーの設置等も考えていく必要があるのではないか。
・公用自転車の運行日誌を作成し利用状況の把握と、自転車利用の更なる促進が必
要。
現在出張等で公用車を利用しているが、経費的に高くなっても公共交通機関を利用
する等の検討も必要では。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

理
由

　公用自転車の積極的な活用が燃料代の削減に大きく起因しているものと考えられ
るため、今後とも積極的な活用を促していく。

今後の課題等

　今年度の成果に甘んじることなく、経費の節減に努める。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　当初の目標を達成できた。

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

　当初の計画どおり実施できた。

成果に対する評価

2-1-08-⑤ 業務効率（生産性）の向上 総務課管財係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

取組計画
検討・実施 検討 検討

目標数値等
１課減

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分 18年度

検討

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

2-2-09-① 行政組織・機構の見直し

20年度 21年度

９月 10月

当初計画の内容

① 助役を長とし、各課長で組織する機構改革検討委員会を発足させ、研究及び検討を
行った。(関係課及び担当課内の検討等を含む。）
② ９月議会定例会に上程する。
③ 11月１日施行（予定）とする。

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

① 助役を長とし、各課長で組織する機構改革検討委員会を発足させ、研究及び検討を
行った。(関係課及び担当課内の検討等を含む。）
② ９月議会定例会に上程した。
③ 11月１日施行した。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

１課削減

機構改革による課、係の統廃合
　新たな行政課題や多様化する町民ニーズに迅速かつ的確に対応し、簡素で効率的な
組織づくりを推進するため、出先機関を含めて、時代に即応した組織・機構の見直し
を行う。

①
②

③

①
②

③
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-09-① 行政組織・機構の見直し 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　11月に計画どおり機構改革を実施した。

成果に対する評価

□ 小又はなし

理
由

　機構改革により、住民が利用し易い組織体制とすることができた。（ワンストッ
プサービス・関連窓口の一元化）

■ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

　利用者にとっては、手続きや相談窓口が１本化となり、待ち時間が短縮された。
　また、事務処理についても関連業務の担当者が同一のセクションとなったことに
より、連絡調整や行政の意思決定が迅速となった。

今後の課題等

　利用者本位の組織体制と事務の効率化が推進できるよう更なる調査・研究が必要で
ある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■

□ 低

大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・この評価は、住民アンケート、職員アンケート調査した結果で評価すべきもので
はないか。
・窓口が一本化されたことは、大変便利ではあるが、国民健康保険係が課税と給付
に分割してしまったことで、いまだに住民がとまどう様子が見受けられる。住民に
とっては、わかりにくい面もあるのかもしれない。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中
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実績値及び積
算根拠

　フラット化の検討にとどまっている。フラット化導入団体において、必ずしも成功
していない状況があり、導入しないことも含めて、今後更なる検討が必要と解される

12月 １月 ２月 ３月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①　近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入の可否について調査・研究する。

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月

結果の内容

①　近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入の可否について調査・研究する。

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

2-2-09-② 行政組織・機構の見直し

20年度

８月 ９月

取組計画

調査・研究 研究・実施 実施

目標数値等

21年度18年度 19年度

組織のフラット化の推進と職務権限の明確化

　近隣市町の事例等を参考に、スタッフ制の導入の可否を研究するとともに、事務決
裁規程の見直しに伴い、職務権限の委譲を行い、実行責任を明確にする。

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課人事係

実施概要

区　　分

10月 11月 ３月

実施

12月 １月 ２月
①

①
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意
　
見

・成果の上がらない改革は必要ない。メリット、デメリットの検討をし、必要ない
ものであればやめることも必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

　フラット化が事務の効率化とコスト面において、机上では効果があるとされてい
るが、運用面においてどのような対策が必要か検討中である。

今後の課題等

　制度の可否も含めて検討する必要がある。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

□ 小又はなし

理
由

　フラット化のメリット・デメリットについて調査し、導入自治体において必ずし
も成果を上げていない実態を把握した。

□ 大（目標数値等を達成） ■ 中

大きく遅れている

理
由

　19年度実施を前提に検討してきたが、制度の可否も視野に入れて、19年度実施予
定を延期する。

成果に対する評価

2-2-09-② 行政組織・機構の見直し 総務課人事係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月 ３月

20年度 21年度

目標数値等
非常勤職員の削減 非常勤職員の削減 非常勤職員の削減

取組計画
調査・検討 検討・実施 検討・実施

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課庶務係

実施概要

区　　分 18年度

検討・実施

非常勤職員の削減

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

附属機関等の整理統合

　効率的な行政運営を図るため、附属機関等の整理統合を検討する。

2-2-09-③ 行政組織・機構の見直し

９月 10月

当初計画の内容

① 附属機関のみならず、各種委員会・協議会等の実態を把握し、効率的な行政運営を
図るため、統廃合の可否について検討する。（平成17年度837人 → 平成18年度857
人：対前年20人の増）

３月４月 ５月 ６月 ７月

結果の内容

① 年度当初に非常勤公務災害の対象となる各種委員の調査を行なうため、その結果を
待つこととしたので、特に実績はない。

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

８月

実績値及び積
算根拠

①

①
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-09-③ 行政組織・機構の見直し 総務課庶務係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

19年5月に総数人数が把握されるので、その後実数を把握する。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

非常勤公務災害の対象となる各種委員の調査と併せて行うこととした。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

調査に経費は発生していない。
他の調査と併せて行うことにより、効率的である。

今後の課題等

　各種委員会等の委員等は重複して委嘱されている場合が多いので実数はそれほど多
くないと思われる。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・重複委嘱が役職についているのか、人についているのか検討が必要。人を減らす
ことを目標にしないほうが良いのではないか。
・各課とのヒアリングを行い、機能していない委員会などは、可能な限り廃止され
たい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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10月 11月 ３月

・実施

12月 １月 ２月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

当初計画

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

総務課庶務係・防災対策係

実施概要

区　　分 21年度18年度 19年度

「危機管理指針」の策定

　町が実施する危機管理の基本的事項について定め、危機が発生し又は発生するおそ
れがある場合における迅速な初動体制を確立する。

2-2-10-① 危機管理体制の見直し

20年度

８月 ９月

取組計画

・天災に限らず業務
上での【危機】を盛
り込み指針の策定を
行う。

・各課においてマ
ニュアル作成

・実施

目標数値等

結果の内容

①　先進地等の資料・情報収集
②　指針のスタイルの検討

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

年間の実施ス
ケジュール 結果

当初計画の内容

①　先進地等の資料・情報収集
②　素案策定

４月 ５月 ６月 ７月

４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月

実績値及び積
算根拠

①
②

①

②
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-10-① 危機管理体制の見直し 総務課庶務係・防災対策係

主管課評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

指針のスタイルを検討中のため遅れている。

成果に対する評価

■ 小又はなし

理
由

指針のスタイルを検討中である。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

策定についての経費は発生していない。

今後の課題等

早期に素案作成し、各課にマニュアル作成を指示する。

客観的評価

進捗状況評価

□ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） ■ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□ 大（目標数値等を達成） □ 中 ■

意
　
見

・危機管理に関する問題は今起こるかもしれないので、早期に実施出来るよう作業
の見直しが必要。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低
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実績値及び積
算根拠

８月 ９月 ２月

結果

４月 ５月 ６月 ７月

20年度 21年度

目標数値等
協議会の開催（2回）

取組計画
計画の策定（2月） 計画の実施

避難ﾏﾆｭｱﾙの策定
計画の実施

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

総務課防災対策係

実施概要

区　　分 18年度

計画の実施

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

19年度

「国民保護計画」の策定

　｢武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律｣により、県の計画
に基づき、町の｢国民保護計画｣を策定する。｢国民保護計画｣の策定に当たっては、広
く町民の意見を求める。
　また、町民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、町民の代表
を含めた｢清水町国民保護協議会｣を組織し、「国民保護計画」の検討を行う。

2-2-10-② 危機管理体制の見直し

３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

当初計画の内容

① 国民保護協議会の開催（委嘱・計画案の諮問・計画決定）
② 県との協議（事前協議・協議）
③ 町議会への報告
④ 町民への周知・啓発

３月

結果の内容

① 国民保護協議会の開催（委嘱・計画案の諮問・計画決定）
② 県との協議（事前協議・協議）
③ 町議会への報告
④ 町民への周知・啓発

年間の実施ス
ケジュール

11月 12月 １月 ２月

10月 11月

③
① ②

④

③
① ②

④
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整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）

2-2-10-② 危機管理体制の見直し 総務課防災対策係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

理
由

　計画どおり進んだ。

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □ 小又はなし

理
由

　協議会委員の意見、パブリックコメント等も町民に求め計画の策定ができた。

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

理
由

 当初、計画策定をコンサル予定したものを、県モデル計画に合せて町で策定し
た。

今後の課題等

　計画に基づく避難マニュアルの策定を進める必要がある。

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

■ 大（目標数値等を達成） □ 中 □

意
　
見

・町民への周知、啓発を継続的に行う必要がある。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

■ 高 □ 中 □ 低
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実績値及び積
算根拠

現状：13団体　5,442千円

12月 １月 ２月 ３月８月 ９月 10月 11月

平成18年度行政改革大綱実施計画実施概要進捗状況報告書

10月 11月

現状：13団体　5,442千円

３月

20年度 21年度

当初計画

整理番号 取　組　事　項

12月 １月

所　管　課（係）

企画財政課財政係

実施概要

出資、出えんの見直し
　今後新たに出資する場合においては、事業の必要性、公共性、採算性等その意義及
び行政関与の必要性について、十分な検討を行い、安易な支援は行わないものとす
る。

４月 ５月

新たな出資、出えんを行わない。

９月 ２月

結果の内容

①新たに出資する必要が生じなかった。

８月

2-2-11-① 第三セクターの見直し

目標数値等

取組計画

区　　分 18年度 19年度

年間の実施ス
ケジュール 結果

４月 ５月 ６月 ７月

当初計画の内容

①新たに出資する必要が生じた場合には、十分な検討を行う。

６月 ７月
①
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意
　
見

・新たに出資等を行わなかったため、評価が難しい。今後も出資の必要性について
は、十分な検討が望まれる。
・本年度中に新たな出資等がなかったため、評価のあり方が難しいが、今後新たな
出資が必要になった場合は、十分な検討を行われたい。

小又はなし

効率性・経済性に対する評価

□ 高 ■ 中 □ 低

大（目標数値等を達成） ■ 中 □

客観的評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □ 大きく遅れている

成果に対する評価

□

理
由

新たに出資等を行う必要が生じなかったため。

今後の課題等

新たに出資する必要が生じた場合には、十分な検討を行う。

効率性・経済性に対する評価

□ 高 □ 中 ■ 低 （コスト削減した場合は、その取り組みを理由に記載すること）

■ 小又はなし

理
由

新たに出資等を行う必要が生じなかったため。

□ 大（目標数値等を達成） □ 中

大きく遅れている

理
由

新たに出資等を行わなかったため、「遅れている」には区分されない。

成果に対する評価

2-2-11-① 第三セクターの見直し 企画財政課財政係

主管課評価

進捗状況評価

■ 当初計画どおり（計画以上の進捗を含む） □ 若干遅れている □

整理番号 取　組　事　項 所　管　課（係）
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